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Ⅰ 事業化プロジェクト 

【表 1：プロジェクト一覧表】 

項 目 名 称 現 状 

プロジェクト 1 真庭バイオマス発電事業 実施中 

プロジェクト 2 有機廃棄物資源化事業 実施中 

プロジェクト 3 木質バイオマスリファイナリー事業 その他(中止) 

 

プロジェクト1の概要 

名称 真庭バイオマス発電事業 

実施主体 

真庭バイオマス発電株式会社 

https://www.maniwa.or.jp/web/?c=spot-

2&pk=3624  

使用する技術 木質バイオマス発電 

実施体制 

プラントメーカー 株式会社タクマ 

設計・施工業者 株式会社タクマ 

バイオマス原料 未利用木材・一般木材 

概要 

原料処理量(t/年) 148,000 

発電量(kwh/年) 10,000 

FIT/FIPの適用 ■FIT適用 □FIP適用 □FIT/FIP対象外 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真庭バイオマス発電所 外観 

https://www.maniwa.or.jp/web/?c=spot-2&pk=3624
https://www.maniwa.or.jp/web/?c=spot-2&pk=3624


 

 

                 真庭バイオマス発電所  ボイラ設備 

 

 

プロジェクト2の概要 

名称 有機廃棄物資源化事業 

実施主体 真庭市 

使用する技術 メタン発酵バイオガス発電 

実施体制 
プラントメーカー 

(株)西原環境 

https://www.nishihara.co.jp/  

設計・施工業者 (株)西原環境・梶岡建設(株)JV 

概要 

バイオマス原料 生ごみ・し尿・浄化槽汚泥 

原料処理量(t/年) 33,000 

生産物 メタンガス・液肥 

FIT/FIPの適用 □FIT適用 □FIP適用 ■FIT/FIP対象外 

バイオ液肥生産量 

(t/年) 
8,000（濃縮後は800） 

 

 

 

 

https://www.nishihara.co.jp/


 

 

真庭市くらしの循環センター(まにくる〜ん) 

（バイオ資源管理棟・バイオ液肥濃縮施設） 

 

 
資源化フロー図 

出典 https://maniwa-meguri.com/recyclingcenter/  

 

https://maniwa-meguri.com/recyclingcenter/


 

バイオマス事業の進捗状況 

※a)計画以上に進捗している b)ほぼ計画通り c)計画より遅れている d)進んでいない 

 

イニシャルコスト(千円) 

事業化プロジェクト名 1. 真庭バイオマス発電事業 

建設費・設備費等 3,945,000 

 

ランニングコスト(千円/年) 

事業化プロジェクト名 1. 真庭バイオマス発電事業 

人件費 90,000 

原料等購入費 1,306,000 

ユーティリティ費 31,000 

修繕費 63,000 

廃棄物処理費等 222,000 

 

成功要因 

事業化プロジェクト名 成功要因 

1. 真庭バイオマス発電事業 

①安定供給体制が構築されている（地域内で確保） 

 

②QRコードによる手続きの簡素化及びトレーサビリティを

実現 

 

 

 

 

 

事業化プロジェクト名 
計画との進

捗比較※ 
進捗状況 (具体的な記述) 達成率 

1.真庭バイオマス発電事業 b 

2015年度の稼働以来、地域関

連事業者が連携し、燃料の供給

体制を構築しており、安定した稼

働ができている 

100% 

2.有機廃棄物資源化事業 b 
2025年１月に施設完成に伴う

本格稼働開始 
― 



 

波及効果（雇用増加、CO2削減効果等） 

事業化プロジェクト名 波及効果 

1. 真庭バイオマス発電事業 

①関連事業（燃料製造・輸送・発電所）も雇用創出 

②約70,000t-CO₂を削減 

➂林地残材の搬出に伴う治山の効果向上 

④製材所の廃棄物処理軽減と燃料として価値創出 

 
 
Ⅱ 脱炭素化の取組状況や取組方針 
 

Ⅱ-1.地域における脱炭素に関する計画について 

計画名称等 策定年度（選定年度） 

地方公共団体実行計画 

（区域施策編） 

2022年度 

https://www.city.maniwa.lg.jp/uploaded/life/72248_263

666_misc.pdf 

脱炭素先行地域 

2022年度 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/stepup2024

/pdf/mie/02/04.pdf 

分散型エネルギーインフラ

プロジェクトマスタープラン 

2016年度 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000442478.pdf 

ゼロカーボンシティ宣言 
2019年度 

https://www.city.maniwa.lg.jp/soshiki/150/25371.html  

SDGｓ未来都市 
2018年度 

https://www.city.maniwa.lg.jp/soshiki/3/1047.html  

 
 

Ⅱ-2. 地域における脱炭素化に関する取組概要 

 

(1) 脱炭素の取り組みの5本の柱 

次の5本の柱とその代表的な取り組みを中心に、市民・事業者の方々とともに脱炭素

の取り組みを推進し、脱炭素社会の実現を目指している。 

 

https://www.city.maniwa.lg.jp/uploaded/life/72248_263666_misc.pdf
https://www.city.maniwa.lg.jp/uploaded/life/72248_263666_misc.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/stepup2024/pdf/mie/02/04.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/stepup2024/pdf/mie/02/04.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000442478.pdf
https://www.city.maniwa.lg.jp/soshiki/150/25371.html
https://www.city.maniwa.lg.jp/soshiki/3/1047.html


 

①  バイオマス発電所の増設検討、生ごみ資源化、市産材を利用した製品の開発・販 

売、普及・教育の推進などによる地域活性化の推進と地域課題の解決  

②  EVシェアリング、公共施設への再生可能エネルギー・蓄電システムの導入、指定避

難所への給電体制整備などによる大規模災害時にも安心してエネルギーを活用でき

る体制の整備 

③  ごみ減量の推進、クールチョイスの推進、自転車・公共交通機関の利用促進、エコ

ドライブの実施やカーシェアリングの活用、住宅やビルの省エネルギー化などによる環境

にやさしいライフスタイル・経営の実践 

④  再生可能エネルギーの導入促進区域の検討、再生可能エネルギー由来の電力へ

の切り替えなどによる再生可能エネルギーと地域の共生 

⑤  観光事業と連携した情報発信、普及啓発、市内交流事業などによる情報発信に

よるシビックプライドの醸成と地域価値の向上 

 

 

 

Ⅱ-3.2030年度までに目指す地域における脱炭素化実現のイメージ 

 

 

 



 

Ⅱ-4.地域レジリエンス対応の取組・計画 

① 公共施設のLED化件数 176施設 

② 公共施設への太陽光パネル設置件数 27施設 

③ 公共施設のZEB又は省エネ化件数 18施設 

④ 公用車（普通自動車）の次世代自動車化 全てを次世代自動車化 

⑤ 公共的施設へのEV充電器整備数（一般開放分） 22台 

⑥ EVごみ収集車導入台数 1台 

⑦ EVシェアリング台数 2台 

⑧ 木質バイオマス発電施設整備数 1基 

⑨ 生ごみ等資源化施設・液肥濃縮施設整備数 各1基 

⑩ 既存のごみ焼却施設、し尿処理施設の数 ４施設⇒２施設へ集約 

⑪ 新築住宅のZEH補助件数 80件（10件/年） 

⑫ 市内事業者によるEV 充電器設置補助件数 急速24基（3件/年）・普通

160基（20件/年） 

⑬ 可燃ごみの量 7,800トン/年 

⑭ バイオ液肥利用農地面積 160ha/年 

⑮ バイオマス燃料調達量 14万トン/年 

 

 

 

 

 


